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○論説：独占の何が悪いのか
―選択の自由論を手がかりに 1
若松良樹*
1．問題の設定
　独占禁止法が独占を禁止していることからすると、独占は悪いことなのだ
ろう。では、具体的に独占の何が悪いのだろうか。独占は悪いに決まってい
ると言われるかもしれないが、この問いは考えてみると厄介な部分がある。
というのも、独占へと至る道筋は多様であるだけでなく、さまざまな形態の
独占を考えることもできるからである。
　独占というと強欲な企業がすぐに頭に浮かぶが、殺人のような行為とは異
なり、独占のような状態は故意や過失がなくても発生しうる。自然独占がそ
の典型であるが、たまたま他の企業が市場から撤退してしまったがために生
ずる独占は、意図的に他の企業を排除したがゆえに成立した独占と似たよう
なものとして評価されるべきなのだろうか。また、独占は競争の当事者間の
合意（合併など）によって生ずることもある。このように独占に至る道筋が
多様でありうるだけでなく、何らかの形で独占者の地位に立った企業が同一
の行動方針（たとえば利潤のあくなき追求）をとるとは限らない。独占者が
すべて悪玉だと考えるのは、偏見なのではないだろうか。第 2節で議論する
ように、独占をめぐる問題は、政治学において議論されている独裁をめぐる
問題に類似している。独裁に至る道筋も多様であるし、慈愛あふれる独裁者、
公平無私な独裁者も存在するかもしれない。独占や独裁を一括して悪いと評
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価するならば、その根拠はどのようなものだろうか。
　独占や独裁に至る道筋は多様であり、独占者や独裁者の意図や行動形態も
また多様であるとするならば、独占や独裁の悪さは独占者や独裁者の行動形
態にではなく、独占や独裁といった状態そのものに起因するものとして理解
すべきであろう。本稿はこのような観点から、独占の悪さの源泉を探求する
ことを目的とする。
　この目的のために、第 2節においては、独占の悪さを説明する第一の物語
である標準的な経済学の議論を概観する。標準的な経済学においては、独占
は社会の厚生を減少させるということを根拠に批判される。具体的には、企
業は利潤の最大化を目的として行動すると想定されるので、独占企業は社会
全体の厚生を減少させてでも、自らの利潤を最大化しようとするというので
ある。このような強欲な独占者というイメージは、経済学における標準的な
行動仮説であるホモエコノミクス仮説に沿うものではあるし、多くの人に
よっても共有されてもいようが、過度の一般化の謗りを免れず、慈愛あふれ
る独占者に反対する理由とはならないだろう。
　それでは、慈愛あふれる独占者（もしそのようなものが存在したらの話だ
が）に反対する理由はまったくないのだろうか。この問いに答えるため、第
3節において、近年の社会的選択理論において展開されている「選択の自由」
をめぐる論争を概観し、独占の悪さを説明する第二の物語を導入する。
　この物語の導入に対しては、当然、次のような批判が投げかけられるであ
ろう。すなわち、この論争はたかだか 40 年の歴史をもつにすぎず、それ以
前に成立している独占禁止法などを解釈するための物語としては不適切であ
る、と。確かに、「選択の自由」をめぐる論争を導入することには後講釈と
言われても仕方のない側面がある。しかし、他の理論と同様、選択の自由論
も何もないところから突然に発生したわけではなく、その知的苗床の一つを、
アメリカ建国の父の一人であるT. ジェファーソンによって提唱され、近年
J. ロールズ（Rawls	1999/1971）によって注目されている「財産所有制民主
主義」の理念のうちに見いだしうることを第 4節において確認する。
　ジェファーソン的伝統が独占を規制する立法を生み出した一つの苗床であ
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るとするならば、同じ苗床から生まれた選択の自由論を参照する意義は十分
にあるだろう。以上のような考察を通じて、第 5節においては、独占禁止法
の目的規定と照らして、第一の物語である余剰分析とともに、第二の物語で
ある選択の自由論もまた重要であり、この観点から「選択肢制限理論」を発
展させる可能性があることを示す。
2．第一の物語―余剰分析
　独占についての標準的な議論は、経済学の中に見いだすことができる。経
済学においては、独占者とは、価格を外生的な所与として受け取るのではな
く、「市場価格を決定する力を有する者」として定義される。そして、ある
市場においてこのような独占者が存在することの弊害を示すため、標準的な
ミクロ経済学の教科書 2 では、余剰分析という手法が用いられる。
　ここで、いくつかの概念を導入しておこう。「余剰」とは、各経済主体が
市場取引から得る便益（金銭）のことである。「消費者余剰」とは、消費者
がある商品に対して有する支払い意思額から、その商品を購入する際の実際
の支払い金額を引いた差額である。消費者が 500 円までなら支払ってもよい
と考えていた商品を 400 円で購入することができたならば、差し引き 100 円
が消費者余剰となる。「生産者余剰」とは、生産者がある商品を売却したこ
とによって実際に受け取った額から、生産者がその商品を売却するなら受け
取りたいと考えていた受け取り意思額を引いた差額である。生産者が 300 円
以上なら売却してもよいと考えていた商品を 400 円で売ることができたなら
ば、差し引き 100 円が生産者余剰となる。生産者余剰と消費者余剰を足し合
わせたもの（以上の例に即して述べるならば 200 円）を「総余剰」と呼ぶ。
　さて、余剰分析に基づいて、完全競争市場における均衡価格で取引が行わ
れている状況と、独占市場において独占価格で取引が行われている状況とを
比較してみよう。総余剰に注目するならば、市場均衡価格における需要と供
給であれば達成できる総余剰と比して、独占価格における需要と供給におい
2	 例えば、ヴァリアンの教科書（Varian	2005:	ch.24）などを参照されたい。
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ては、死荷重（dead-weight	 loss）が生じ、総余剰が減少することになる。
このことから、独占市場においては、総余剰が減少するため、独占は望まし
くない、という結論が示される。
　以上のような余剰分析に基づく独占の弊害についての説明の一つの特徴
は、総和主義的である点に存する。すなわち、独占が悪いのは社会の厚生の
総量、すなわち総余剰を減少させる点に求められる。総和主義的な説明にお
いては、分配についての考慮はなされない。したがって、独占の悪さは、独
占企業が消費者余剰を簒奪することにあるのではなく、あくまでも、総余剰
を減少させた点に求められる。
　余剰分析に基づく説明の第二の特徴は、独占者である企業は自らの利潤を
最大化することを目的として行動するという行動仮説が前提とされている点
にある。すなわち、消費者の場合とは異なり、企業は自らの効用ではなく、
利潤の最大化を目指すと想定されるのである 3。まさに、それ故に、生産者余
剰の最大化が企業の目的となる。このような目的関数を有する独占者を「強
欲な独占者」と呼ぶことにしよう。
　前述したように、独占者は価格の決定力を有している。そして強欲な独占
者は、自らの利潤を最大化するために、市場均衡価格より高い価格を設定す
る。しかし、独占者は価格を設定できるものの、消費者の需要曲線の形状を
変更することまではできない。そのため、独占価格における需要が市場均衡
価格における需要よりも低下することを回避できない。それに伴い、生産量
も減少し、死荷重が発生することになる。
　さて、このような余剰分析は独占を禁止すべき根拠を示しているだろうか。
3	 経済学が個人の行動仮説として前提とするホモエコノミクス仮説に対しては、人間を
エゴイストに貶めているとの批判が投げかけられることが少なくない。この批判に対
してよく行われる応答は、個人は自らの効用関数を最大化しようとして行動するが、
個人の効用関数は自らの一身にとっての利益という狭い意味での自己利益である必要
はなく、人類の救済のような利他的な目的であってもかまわない、というものである。
効用関数の中身が利己的なものでなくてもかまわないという意味で一定の幅を有して
いるのに対して、経済学が企業に対して想定する目的関数である利潤の最大化はエゴ
イズムそのものであるという点において、興味深い相違がある。ホモエコノミクス仮
説とエゴイズムとの関係についての分析としては、参照、Sen	2003:	ch.1。
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ここで強欲な独占者という行動仮説は必然的なものではなく、独占者は他の
行動様式（たとえば社会に裨益することを目的とする企業）をとることも可
能である点に留意すべきである。ここで、強欲な独占者とは別の行動様式を
とる二つの種類の独占者を登場させることにしよう 4。
　強欲な独占者とは別の第二の独占者は「公平無私な独占者」であり、自ら
の利潤の最大化ではなく、社会における総余剰の最大化を目的とする。もち
ろん、市場均衡価格を知ることができない独占者が、このような目的を実現
することができるのかという点に関しては疑問がありえよう。ここではとり
あえず、この独占者の賢明さがこのような困難を克服していると想定する。
この場合、余剰分析に依拠する限り、このような独占者を非難する根拠はな
いはずである。というのも、この場合には死荷重が発生していないからであ
る。
　公平無私な独占者と比べて、存在する可能性が高そうなのが第三の独占者、
すなわち「慈愛あふれる独占者」である。この独占者は消費者余剰を最大化
するためであれば、生産者余剰を減少させることも厭わない利他的な存在で
ある。そのため、慈愛あふれる独占者は均衡価格よりも低い値段で自らの生
産物を販売するが、生産を継続するために、限界費用を下回る価格の設定は
しないと想定する。この場合でも、生産量が競争市場における均衡生産量よ
りも減少するため、死荷重が発生する 5。死荷重が発生することが問題である
ならば、強欲な独占者とともに慈愛あふれる独占者も規制されなくてはなら
ないであろう。というのも、両者の差異は（生産者余剰の最大化か、消費者
余剰の最大化かという）余剰の分配に関するものであり、総余剰に関しては
同一でありうるからである。それ故、総和主義をとる限り、強欲な独占者に
対しても、慈愛あふれる独占者に対しても、同一の評価が下されるはずであ
る。
　しかし、この評価は直観的には奇妙であるように思われる。というのも、
4	 個人におけるのと同様、企業が利潤の最大化以外の目標をもつことは、実際にどれだ
け例があるかは不明ではあるものの、概念的に不可能であるわけではない。
5	 超過需要を充足するために、別の企業が市場に参入しないと想定する。
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ほとんどすべての独占者が強欲であるとしても、非難されるべきは強欲さで
あって、総余剰を減少させるという意味での非効率性ではないからである。
それどころか、自らの利潤を削ってでも、消費者余剰を増大させようとする
慈愛あふれる独占者に何の文句があろうか。以上のような理由から、総余剰
の減少という観点からこれらの多様な形態の独占を一括して評価することに
対しては、違和感を覚える人も少なくないだろう。
　それでも我々は独占を規制している。もし我々がある種の独占ではなく、
独占そのものを規制したいと思うのであれば、その根拠を独占者による行為
の悪さに求めるわけにはいかないだろう。行為の悪さを決定する際に重要な
要素は、独占者の意図や独占に至る道筋などプロセスにかかわる情報であろ
う。しかし、こういった情報に基づいて評価するならば、これほど多様な意
図や道筋を一括して独占がすべて悪いとは言えなくなるように思われる。も
しそうであるならば、独占者の意図や行為を捨象して、独占という状態その
ものの悪さに注目するしかないだろう。
　それでは、余剰分析は独占という状態の悪さを説明してくれるだろうか。
確かに、余剰分析は独占の結果として生ずる状態に注目している点で、独占
を行為としてではなく、状態として理解している。しかし、余剰分析による
独占状態の悪さの説明には二つの限界があるように思われる。第一に指摘し
ておかなくてはならないのは、余剰分析にとって、行動仮説は不可欠な要素
である、という点である。行動仮説ぬきにしては、余剰分析は独占者の行動
の帰結を特定できず、その帰結の悪さを論証することさえできないのである。
さらに、ひとたび何らかの行動仮説を導入すると、「強欲な独占者の強欲さ
が問題なのではないか」といった独占者の多様な意図や行動の評価という泥
沼に再びひきずりこまれることになる。
　第二に、たとえ何らかの仕方で独占の帰結が非効率的であることを論証で
きたとしても、総余剰の減少が直接的に法的規制の根拠となるかに関しては、
慎重な検討に値するであろう。というのも、完全競争市場が現実には存在し
ないことからも理解できるように、ほとんどすべての現実の市場は、そして
ほとんどすべての行為もまた、多かれ少なかれ非効率的であり、非効率性が
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問題であるならば、ほとんどすべての市場活動を規制の対象としなくてはな
らなくなるからである。このように考えるならば、非効率性はせいぜいのと
ころ規制の根拠の必要条件であって、規制の根拠を説明する別の物語によっ
て補足されなくてはならないだろう。ここで、独占という状態の悪さを説明
してくれそうな第二の物語に目を転ずることとしよう。
3．選択の自由アプローチ―第二の物語
3.1　選択の自由論
　独占の悪さを説明する第二の物語を導入するために、「個人の選好
（preference）」という概念に注目してみよう。この概念は、経済学における
あらゆる議論の出発点となっているという意味において基礎的な概念である
にもかかわらず（あるいはそうであるが故に）、曖昧な部分がある。具体的
には、個人の選好は「個人が選択したもの」あるいは「選択するであろうも
の」という選択ベースの解釈と、「個人の利益」という厚生ベースの解釈の
両方を許す部分がある 6。これに対応して、完全競争市場の素晴らしさ、ある
いは独占市場の問題点に関しても、二つの解釈が可能である。
　第一は厚生ベースの解釈であり、市場経済を人々の利益の最大限の実現と
いう観点から解釈する。余剰分析はその典型例であり、この解釈においては、
完全競争市場は利益を最大限に実現するという素晴らしい利点を有している
ことを根拠として称賛され、独占のように利益を最大限に実現できない非効
率な市場は非難されるべきものである、とされる。
　第二は選択ベースの解釈であり、ここでは、民主主義とともに、市場は「合
意に基づく統治」という啓蒙の理念を実現するための中核的な制度として位
置づけられる。すなわち、市場経済は誰に強制されるでもなく、人々の合意
によって財の分配を行う点において、望ましい性質を有している。しかるに、
社会主義経済や独占市場は個人の選択の自由を侵害しているが故に、望まし
くないというのである 7。
6	 選好概念の多義性については、Sen	2003:	ch.9 を参照。
7	 このような市場の説明は、J.M. ブキャナン（Buchanan	1986:	p.22）に見いだすことが
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　個人の厚生を最大限に実現する装置としての完全競争市場という理念と、
「合意による統治」の理念に忠実に財を分配する装置としての市場経済とい
う理念はある部分では一致するであろう。特に、ホモエコノミクス仮説を採
用し、人々は自分の最善の利益となる選択肢を常に選択すると想定するので
あれば、個人の選択と利益とは完全に一致する。したがって、個人が選択し
た選択肢の性質を、当人にとっての利益という観点から眺めようが、当人の
選択という観点から眺めようが同一のコインの裏表の差でしかなく、取り立
てて区分する必要はないだろう。その結果、個人の選択や利益を集計する社
会制度である市場や民主主義についての前述した二つの理念もまた同一の事
柄を示していると理解されることとなろう。
　この二つの理念の一致という経済学の神話に対して疑念を提出したのが、
D. クレプス（Kreps	1979）であった。クレプスの疑念の背景には、従来の
経済学が、個人によって選択された選択肢の性質に関心を集中し、それ以外
の要素（たとえば、選択肢の集合の性質、選択のプロセスなど）には十分配
慮してこなかったという反省がある。これらの要素を考慮に入れるならば、
A. セン（Sen	2003:	chs.3,	4）が指摘するように、個人は必ずしも自分にとっ
て（自己利益を最大化するという意味で）最善の選択肢を選択するとは限ら
ないであろうし、そのような個人の選択が非合理であるとも言えなくなるの
である 8。以下では、個人の選択肢についての判断と、選択肢の集合について
の判断との相違に焦点を絞って論を進めることとしたい 9。
できる。また、M. フリードマン（Friedman	1990/1980）による「選択の自由」に基づ
く市場の熱烈な擁護も参照のこと。ただし、フリードマンが実際に、このような二つ
の解釈を区分していたと言えるのかは微妙な部分が残る。
8	 人間が顕示選好理論（内的整合性基準）の求める意味での合理的な仕方では行動しな
いという指摘は、最近の行動経済学によってもさかんになされている。選択の自由論
と行動経済学は内的整合性基準を批判の対象としている点においては類似しているが、
行動経済学が顕示選好理論における合理性の基準を疑うことなく前提とし、実際の人
間行動がその意味での合理性から逸脱していることを実証しているのに対して、「選択
の自由」論は、従来の経済学における合理性観念そのものに対する疑義を提示してい
る点において、異なっている。
9	 言うまでもないことだが、選択のプロセスも重要な要素であり、個人の選択のあり方
やその評価に強い影響を与える。選択プロセスのもつ意味については、たとえば、Sen	
2003:	ch.4,	Bavetta	2004 を参照。
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　ある個人による自己利益に基づく選択肢や選択肢の集合についての選好判
断と、選択肢の集合の自由度についての選好判断とが異なることはあるのだ
ろうか。この点をクレプスの提示した例に即して考察してみよう。まずは、
個人による利益についての判断と、選択の自由についての判断とを区分して
おこう。以下では、混乱を避けるために、個人 i による選択肢の優劣に関す
る自己利益に基づく選好判断を Ri 、無差別判断を Ii とそれぞれ表記し、個
人 i による選択肢の自由度についての選好判断を Ri
＊、無差別判断を Ii
＊と表
記することとしたい 10。
　さて、あるレストランのメニューにはチキン（c と表記する）とステーキ（s
と表記する）という二つの料理のみが掲載されているとする（｛ c,	 s｝と表記
する）。ある人 i はこの二つの料理のうち、チキンをステーキよりも選好し
ており（cRi s と表記する）、チキンを選択するとしよう。さて、このレスト
ランがメニューの改訂を行い、ステーキの提供をやめ、チキンのみを提供す
ることとしたとしよう（｛ c｝と表記する）。このメニューの変更は大きな相
違をもたらすものだろうか。
　厚生ベースの解釈に基づき、選択される選択肢の質、とりわけ厚生に注目
するならば、このメニューの変更で失われるものは何もないだろう。という
のも、この人はいずれのメニューにおいてもチキンを選択するのであり、同
じ結果が実現されることになるからである。この立場からは、その個人にとっ
てはチキンだけのメニュ ｛ーc｝とチキンとステーキのメニュ ｛ーc,	 s｝とは同
じ程度によいという判断が下されることになるだろう（｛ c｝Ii｛ c,	 s｝と表記す
る）。
　これに対して、選択ベースの解釈に基づき、選択肢の質だけではなく、選
択肢の集合の自由度も重視するのであれば、このメニューの変更は些細なも
10	aRib は弱い選好関係を表し、個人 i が選択肢 a を選択肢 b よりも優れていると判断す
るか、両者は無差別であると判断していることを示す。aIib は個人 i が選択肢 a と選択
肢 b とが無差別であると判断していることを示す。同様に、ARi
＊B は個人 i が集合 A
を集合 B よりも自由であると判断しているか、両者の間で無差別であると判断してい
ることを示す。AIi
＊B は個人 i が集合 A と集合 B の自由度に関して無差別であると判
断していることを示す。
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のではありえない。というのも、たった一つの要素しか存在しないメニュー
からの選択は、選択の名に値しないからである。この立場からするならば、
チキンのみからなるメニューよりも、チキンとステーキからなるメニューの
方が自由度において劣るとは考えられないだろう（｛ c, s｝Ri
＊｛ c｝）。もちろん、
その理由は人によって異なるかもしれない。それはクレプスの主張するとお
り、自分の将来の選好が確定したものでなく、不確実性が存在している以上、
柔軟性が必要であるからなのかもしれないし、選択するということ自体に内
在的な価値があるからなのかもしれない。どのような理由からであれ、人々
の選択肢やメニューに対する利益に基づく判断とメニューの自由度に対する
判断は異なりうるのであり、メニューの自由度に関する評価を選択肢の厚生
についての評価で代替するわけにはいかないのである 11。
　以上のようなクレプスによる問題提起は、従来の経済学の厚生主義的な側
面に反省を迫るものとして、真剣に受け止められ、社会的選択理論における
新たな展開をもたらすこととなる 12。厚生主義とは、個人にとって重要な価
値を個人の厚生、すなわち、効用に限定する立場である 13。これに対して、
クレプスの問題提起を受けて発展した選択の自由論は、個人の効用には完全
に還元されない自由という価値の存在とその独自性を示しているのであ
る 14。このことは、個人の自己利益という観点から行なわれる厚生主義的な
市場の正当化と、個人の選択の自由という観点から行なわれる市場の正当化
との間に存在すると想定されてきた連関がそれほど強くはないということを
指し示してもいる。
11	このようなクレプスの主張は、従来の顕示選好理論に対しても重大な衝撃を与えた。
具体的には、顕示選好理論においては、選択関数が合理的であるためには、顕示選好
の弱公理や性質αといった条件を満たさなくてはならないと考えられてきたが、選択
肢の評価とメニューの自由度に関する評価とが異なることは必ずしも非合理ではない
とするならば、顕示選好理論の公理のいくつかはその説得力を失うことになろう。こ
の点については、Sen	2003:	chs.1,	3、若松 2004、若松 2005 などを参照されたい。
12	この論争の概要を理解するためには、Laslier,	Fleurbaey,	Grabel	and	Trannoy	1998、
Sugden	2003 などを参照。また、若松 2004 も参照。
13	厚生主義については、若松 2003:	1.2 を参照。
14	選択の自由論のもつ非厚生主義的な側面を強調するものとしては、参照、Jones	&	
Sugden	1982。
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　それでは、選択の自由度を増加させるために必要なことは何だろうか。たっ
た一つの要素しかない集合からの選択の自由度がそれほど高くないことから
すると、メニューにおける選択肢の数を増やせば自由度が増すと考えるのは
自然なことだろう。実際、そのように考えるアプローチ（基数的アプローチ）
も存在するが（Pattanaik	&	Xu	1990）、選択肢の質もまた重要であると考え
るアプローチの方が多いように思われる（Sen	2003,	Jones	&	Sugden	1982,	
Sugden	2003）。後者のアプローチをとる場合の一つの論点は、質の低い選
択肢をメニューから除去しても自由度が低下するか否かである。ある人たち
（Raz	1988）は、自律性にとっては邪悪な選択肢の存在は不要であり、邪悪
な選択肢を除去し、選択肢の数を減少させても自律性の侵害とはならない、
と主張する。確かに、先のレストランのメニューに「腐ったチキン」「カビ
の生えたステーキ」などを加えたところで、自由度が増すとも思われないし、
これらの選択肢を除去しても自由度は低下しないという結論にもある程度説
得力があるだろう。これに対して、別の人たち（Mill	1991/1859）は自由に
ついての判断を選択肢の質についての判断に依存させることを否定し、邪悪
であるかもしれない選択肢の存在が自由にとって重要であることを強調す
る 15。
　もう一つの論点は、選択の候補となりうるという意味で質の高い選択肢を
メニューに付加したら自由度は上がるか、という点にかかわる。意外なこと
に、その場合でも自由度が向上するとは限らないのである。このことを示す
ために、もう一つの例を導入しておこう 16。移動の手段として 2つの選択肢
が存在するとする。すなわち、電車（t と表記する）、赤い車（r と表記する）
である。また、ある人 i の選好順序が rRi t（すなわち、赤い車の方が電車よ
り悪くないというもの）であったとする。ここで第一の問題は、｛ t｝という
メニュー（集合）と｛ r｝というメニューとに関する自由度についての判断が、
tと rという選択肢についての選好順序と同一であるのか、というものである。
15	ミル（Mill	1991/1859:	ch.5）の禁酒法に対する反対論は、飲酒という習慣が素晴らし
い選択肢であるという主張には依拠していない。
16	オリジナルはパタナイクとシュー（Pattanaik	&	Xu	1990）である。
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一つの立場（Pattanaik	&	Xu	1990）は、異なると主張する。すなわち、｛ t｝
も｛ r｝もたった一つの要素からなる集合であり、選択の余地はない。自由度
は無いという意味において、二つの集合は無差別である（｛ t｝Ii
＊｛ r｝）、と主
張されることになる。もう一つの立場（Sen	2003）は、自分の望んでいるも
のを押しつけられるのは、望んでいないものを押しつけられるよりは自由で
あると主張する。すなわち、個人 i は t よりも r を望んでいるのだから、｛ r｝
という集合の方が i にとって｛ t｝よりも自由度が劣ることはないと主張する
（｛ r｝Ri
＊｛ t｝）。
　さて、この二つのメニューに青い車（b と表記する）を付加してみよう。
青い車は赤い車と色以外の点において変わりはなく、個人 i は r と b の間で
無差別であり、b を t よりも選好すると想定する（rIi b &	bRi t）。b は r とと
もに選択肢の集合の中で最上位の選択肢であり、この意味において、質の高
い選択肢であるといえよう。この質の高い選択肢を付加した二つのメニュー、
｛ r,	b｝と｛ t,	b｝の自由度の判断はどのようになるだろうか。前述した第一の
立場は、｛ r｝と｛ t｝とが自由度において無差別であり、｛ r｝と｛ t｝という二つ
のメニューに同一の選択肢 b を付加しただけなので、｛ r,	b｝と｛ t,	b｝の自由
度は同一であると判断するであろう（｛ r,	b｝Ii
＊｛ t,	b｝）。これに対して、第二
の立場においては、｛ r｝というメニューは｛ t｝というメニューよりも自由度
において劣ることはないと評価されるので、両者に同じ要素 b を付加した場
合にも、この評価は維持されるはずである（｛ r,	b｝Ri
＊｛ t,	b｝）17。
　この二つの立場はこのように意見の相違がみられるものの、赤い車と青い
車からなるメニューが電車と赤い車からなるメニューに自由度において劣る
ことはないという点では共通の判断をしている。しかし、これは著しく直観
に反する。まず、赤い車と青い車とでは大差がなく、｛ r,	b｝というメニューは、
17	以上の推論は、Pattanaik	&	Xu	1990 が「独立性」と呼ぶ条件に依存しており、独立性
を否定するならば、回避可能である。ここで独立性を定義しておこう。集合 A と B が
存在し、A が B よりも自由度において劣ることはないと判断されていたとする（ARi
＊B）。
この二つの集合のいずれにも属さない選択肢 x（x∉A∪B）を A と B のそれぞれに付加し
た場合、A∪｛ x ｝ が B∪｛ x ｝ よりも自由度において劣ることはない（A∪｛ x ｝Ri
＊B∪｛ x ｝）と判
断されるべきことを独立性は要求する。
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｛ r｝に比べて、それほど自由度が増大したようには思われない。これに対し
て、｛ t,	b｝というメニューは｛ r,	b｝というメニューに比べて、多様性があるた
めに、選択の自由という観点からは望ましいように思われる（｛ t,	b｝Ri
＊｛ r,	b｝）
からである 18。以上の考察から理解できるように、自由にとっては質の高い
選択肢だけでなく、多様な選択肢の存在が必要なのである 19。
3.2　独占論への含意
　以上の考察が本稿の主題である独占に対して有する含意を簡単に確認して
おこう。現実の独占者、あるいは独裁者が社会的厚生を低下させることを根
拠として、その質の低さを批判することは容易である。この批判の有効性は
否定すべくもないが、この批判の有効性が独占者、独裁者の質が低い場合に
限定されるということも見逃してはならない。公平無私な独占者、慈愛あふ
れる独裁者なるものが実際に存在するならば、この批判は無効となるからで
ある。
　独占者や独裁者の質に注目する批判は、選択の自由論の文脈で捉えなおす
ならば、独占者、あるいは独裁者という選択肢の質に基づいてメニューを評
価する考え方であると言ってよかろう。二つの選択肢 a,	b の間で、ある個人
i の判断が aRi b であるとしよう。メニューの自由度についての評価をそのメ
ニューの中にある最善の選択肢に注目することで行うならば、｛a,	b｝と｛a｝
という二つのメニューのどちらにも a が含まれており、どちらのメニューか
らも a という選択肢が選択されることにはかわりはないので、｛a,	b｝という
メニューも｛a｝というメニューも同じように評価されることになる	
（｛a,	b｝Ii
＊｛a｝）。
18	もちろん、以上の議論は直観に依拠したものであり、他の直観と不整合であるが故に
捨て去られるべき直観であるのかもしれない。しかし、どの直観が捨て去られるべき
であるかは、公理化が行われ、我々の直観の大半を整合的に説明できるようになった
後に考察されるべき課題であり、現状のように様々な公理化が提案され、公理の正当
性が吟味されている段階においては、ある直観が（恣意的に設定されたかもしれない）
公理に反するというだけの理由でその直観の正当性を否定するのには慎重であるべき
だろう。
19	ただし、多様性をどのように測定するのかに関しては、争いがある。この点の論争に
ついては、Sugden	2003:	p.797ff を参照のこと。
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　ここで、a,b をそれぞれ企業、あるいは大統領候補者と置き換えてみよう。
その場合には、このアプローチからは公平無私な独占者や慈愛あふれる独裁
者を批判する根拠は出てこない。最善の選択肢に基づいて集合の自由度を評
価しようとするアプローチは、独占者や独裁者が最善の選択肢である限り、
独占を規制し競争市場を擁護する根拠や、独裁を批判し民主主義を擁護する
根拠を与えない。したがって、個人の効用を最大化する最善の選択肢に基づ
いてメニューの自由度を判定するアプローチは、市民主権や消費者主権とい
う理念を十全に捉えることに失敗しているのである。
　前述の赤い車、青い車、電車の例に戻ろう。この例においては、赤い車や
青い車は電車よりも選好されているにもかかわらず、赤い車と青い車からな
るメニューは、電車と青い車からなるメニューよりは自由度が低いと判断さ
れることを想起されたい。ここで重要なのは、メニューの中にある選択肢の
多様性であり、赤い車は青い車に類似しているので、両者はともに電車より
も選好されているにもかかわらず、青い車という選択肢が付加されても赤い
車と青い車からなるメニューの自由度はそれほど増大しないのである。
　電車が赤い車や青い車よりもよいものとはみなされていないということか
らも理解できるように、電車という選択肢の質はそれほど高いものではない。
にもかかわらず、電車は既存の選択肢と十分に異なっているが故に、選択の
自由の拡大には貢献しうる 20。これと同様に、選択の自由に基づいて独占や
独裁を批判する際にも、独占者よりも優れた企業や、独裁者よりも賢明な大
統領候補の存在に必ずしも依存する必要はなく、多様性を有する選択肢を提
供するという考慮も重要なのである。
　以上の考察が示しているように、我々が消費者主権や市民主権という概念
に忠実であろうとするならば、対抗する企業や候補者の存在は、その質のい
20	もちろん、どのような選好順序においても選択されないであろう選択肢を付加したと
ころで、自由度が増大するとは言えないだろう。この問題に対応するため、ジョーン
ズとサグデン（Jones	&	Sugden	1982）は「有意義な機会（significant	opportunities）」
という概念を導入し、有意義な選択肢の付加のみが自由度を増大させると論じている。
その場合には、有意義性をどのように分節化し測定していくのかという問題が残るこ
ととなる。
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かんを問わず、重要なものである。もちろん、企業や候補者は何の罪もない
にも関わらず、独占者や独裁者の地位に就いてしまったのかもしれない。ま
た、独占者や独裁者が存在した方が、社会の利益になるのかもしれない。し
かし、ほかにどのような利点があろうと、独占者や独裁者の存在は、消費者
主権や市民主権という概念、そしてそれに内包されている選択の自由という
理念に違背していることを「選択の自由」アプローチは示しており、これが
独占の悪さを説明する第二の物語である 21。
4．財産所有制民主主義
　選択の自由を中核とする第二の物語に対しては、後講釈ではないかとの批
判がありうる。確かに、集合論を用いた選択の自由論が盛んになったのは、
ここ 30 年くらいのことであり、独占を規制する法制度の立法者がこの議論
を参照していたとはとうてい言えない。しかし、何事も無から生まれないよ
うに、選択の自由論もまた、一定の知的伝統を苗床としている。この知的伝
統と独占の規制という法制度との関係を示すことによって、選択の自由論の
経済法への関連性を示すことが本節の課題である。
　独占に対する懸念は、選択の自由論どころか経済学において余剰分析が発
展する以前から存在していた。その一つの現れはアメリカ建国の父たちの一
人であるT. ジェファーソンによる大資本への恐怖と財産所有制民主主義論
の中に見いだすことができるだろう。すなわち、ジェファーソンは富と経済
力の分散が民主主義の前提であるという信念の下、独立した農家を中心とし
た国づくりを目指し、州政府でさえもコントロールできない大企業の出現が
もたらす自由の侵害を恐怖したのである。ただし、ジェファーソンの思想に
はあいまいな部分があり、財産所有制民主主義という言葉も様々な仕方で理
解されているようでもある。筆者にはこれらの多様な解釈の妥当性を判定す
21	このような議論に対しては、市民や消費者が自ら独裁者や独占者を選択した場合には、
市民主権、消費者主権といった概念に違背しないのではないかという批判が考えられ
る。この論点は、J.S. ミル（Mill	1991/1859）が議論した「自由に締結された奴隷契約
の有効性」をめぐる問題と類似しており、選択の自由論が立ち向かわなくてはならな
い重要な問題である。この問題については稿を改めて検討することとしたい。
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る能力はないので、J. ロールズが『正義論』の改訂版（Rawls	1999/1971）
の序文で示した解釈と、彼の主張とを紹介することとしたい 22。
　ロールズ（Rawls	1999/1971:	p.	xiv）は『正義論』の初版が福祉国家を擁
護していると捉えられても仕方のない側面を有していることを認めつつも、
自らが擁護しているのは福祉国家ではなく、財産所有制民主主義であること
を強調している 23。ロールズ（Rawls	1999/1971:	p.	xv）によると、福祉国家
の目的は、いかなる人も最低限の生活水準以下に陥らないようにすることで
ある。この目的を実現するためには再分配が必要となるが、再分配のタイミ
ングは期末、すなわち、ゲームを行い、誰が水準を下回ったかを確認した後、
ということになる。また、誰も水準を下回らない状態が実現さえしていれば、
福祉国家においては、極端な不平等も十分には是正されずに放置されること
となる。
　ゲームの結果として生ずる状態に注目する福祉国家とは異なり、財産所有
制民主主義はゲームの最初の状態に注目する。ゲームの結果、生じた悲惨な
状態から救済することを目指す福祉国家とは異なり、ゲームの最初に、ゲー
ムに勝つために必要な資産や能力（以下ではこれらを初期資産と呼ぶ）を与
えることを重視するのが財産所有制民主主義である。ゲームに勝つために必
要な初期資産を持たない人は、ゲームを何度繰り返したところで敗者となる
確率が高い。したがって、所期資産を増加させゲームに勝つための能力を高
めない限り、いくら敗者が最低限のラインを割り込まないように再分配を
行ったところで、敗者が固定化してしまう危険がある。敗者として下層階層
に固定化された人たちの人生は、社会に依存するだけで、真の意味で社会に
参加しているとは言えないために、社会から疎外される（Rawls	2001:	p.140）。
このような弊害を回避するため、財産所有制民主主義においては、期首に初
期資産を分配することに焦点が当てられる 24。
22	ロールズの財産所有制民主主義の概要については、渡辺 2002 を参照。
23	ロールズは、別の箇所（Rawls	2001:	sec.42）においても財産所有制民主主義と福祉国
家との対照を行なっている。
24	このような立場は、ロールズによる機会の平等についての議論（Rawls	1999/1971:	
secs.12-3）の中にも強く示されている。
論説：独占の何が悪いのか
17
　このような観点から、ロールズが擁護しようとする財産所有制民主主義は、
「各期の期首に生産に関わる資産と（教育によって育まれる能力と、訓練に
よって鍛えられる技能といった）人的資本が分散した仕方で所有されている
ことを確保」（Rawls	1999/1971:	p.	xv）しようとする。このような初期資産
は、経済学における基礎的概念の一つである予算集合に類似した性質を有し
ている。ある消費者の予算集合が大きくなれば、その消費者が購入できる財
の組み合わせの数も増える。同様に、ある人の初期資産が増大すれば、その
人に選択できる選択肢の数や多様性が増し、その人の自由度が高くなる、と
考えることができる 25。
　もちろん、期首に初期資産を分配するためには再分配が必要となるが、財
産所有制民主主義が再分配によって目指すものは、「自由かつ平等な市民た
ちによる、長期にわたる公正な協働のシステムとしての社会という理念」
（Rawls	1999/1971:	p.	xv）を達成することであり、特定のパターンを期末に
実現することではない。このように結果（期末）の平等を求めているわけで
はないという点において、ロールズの理論もまた、ノージック（Nozick	
1977）と同様に手続的理論である。
　ロールズとノージックの相違は、手続的公正を確保するためには経済的格
差を是正する必要があるかという点に存在する。ノージックは、人々の自由
かつ正当な取引の結果として経済的格差が生じた場合には、経済的格差を是
正しようとすること自体が、誰かの権利に対する侵害となるとして、再分配
という観念を激しく批判している。これに対して、ロールズは、手続的公正
を確保するために必要な背景的条件を内容豊かに読み込むことにより、再分
配を正当化する。具体的には、彼は経済的な格差が公正な手続の結果として
生じた場合であっても、「社会の小さな部分が経済を支配するだけでなく、
間接的に政治生活そのものを牛耳る」（Rawls	1999/1971:	pp.	xiv-xv）ことを
防ぐために、再分配を行い財産所有を分散させようとするのである。
　ロールズの財産所有制民主主義が独占に対する規制を要求することは明ら
25	ただし、予算集合とは異なり、初期資産の集合は価格のみによって決定されるわけで
はないという点には留意すべきである。
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かであろう。彼が求めているのは、富と経済力が分散し、複数の企業が競争
している状態である。財産所有制民主主義の注目すべき特徴は、そのような
経済規制が民主主義にとっても必要であると指摘されている点にある。ロー
ルズによる財産所有制民主主義においては、消費者主権と市民主権とはつな
がっており、消費者主権ぬきにして市民主権は成立しない。というのも、人々
が少数の経済権力の支配下に置かれるならば、政治的自由の実質的な意味が
損なわれるからである。したがって、ロールズにとっては、市民主権を守る
ためには、経済において分散的な所有を実現しなくてはならないのである。
　ロールズの財産所有制民主主義と、前節で確認した選択の自由論との類似
点を確認しておこう。ロールズによる初期資産への注目は、財産所有制民主
主義と選択の自由論との密接なつながりを示している。選択の自由論は、余
剰分析とは異なり、行為者（たとえば、企業や消費者）が特定の行動をとる
という行動仮説を前提としていない。消費者は自分の機会集合の中から最善
の要素を選択するかもしれないし、しないかもしれない。独占者もまた生産
者余剰を最大化するような行動をとるかもしれないし、とらないかもしれな
い。選択の自由論は、そしてロールズも、特定の行動仮説を前提としないた
め、どのような結果が生ずると予測されるのか、その結果はどのように評価
されるべきか、といった問題に答えようとはしない。さらに、両者はともに、
経済における分散的所有、政治における民主主義が望ましい結果をもたらす
という帰結主義的な見解を主張しているわけではなく、また、独裁や独占が
望ましい結果をもたらす可能性を否定しているわけでもない。
　ロールズや選択の自由論が関心を寄せているのは、むしろ、独占や独裁の
結果が何であれ、期首における独占などの状態が「自由かつ平等な市民」と
いう理念に反しているということなのである。「自由かつ平等な市民」とい
う理念に忠実であろうとするならば、人々の間に政治権力や経済権力におけ
る著しい格差が固定化することは避けられなければならないであろう。格差
の固定化は、弱者の選択肢の集合の質と量を低下させるからである。また、
人々の選択の自由を実質化するためには、ある程度魅力的で多様な選択肢が
複数存在していることが必要だろう。独占や独裁の問題点は、提示される選
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択肢の質の低さではなく、複数の選択肢が存在しておらず、結果として選択
の自由を無意味化してしまう点に存する。このように、選択肢の質ではなく、
選択肢のメニューの性質に注目する点で、ロールズと選択の自由論とには類
似性が存在するように思われる。
5．おわりに
　独占の何が悪いのかという最初の問いに戻ることにしよう。本稿の第一の
主張は、独占の悪さは独占者の意図や行動形態には依存しないものであり、
独占の悪さの根源を求めようとするならば、それは独占という状態そのもの
の悪さの中に探し出すしかないというものである。そして本稿の第二の主張
は、そのような独占状態の悪さを消費者の利益という観点から説明するだけ
では不十分であり、消費者の選択の自由に対する侵害という観点もまた重要
であるというものである。
　このような本稿の主張は、実定法の現状から離れた空理空論にすぎないの
だろうか。筆者にはこの点を判定するだけの能力はないが、蛮勇を奮って独
占禁止法の目的規定である第一条に立ち向かってみよう。同条は「事業支配
力の過度の集中を防止」することにより、「公正且つ自由な競争を促進」し、
「以て、一般消費者の利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全な
発達を促進することを目的とする」と定めている。ここで注目すべきなのは、
「公正且つ自由な競争を促進」することも目的として掲げられてはいるが、「一
般消費者の利益」の確保や「国民経済の民主的で健全な発達」の促進といっ
たより重要な目的を実現するための手段として、位置づけられているという
点である。したがって、「公正且つ自由な競争」を阻害しかねない政策も、
前述したより重要な目的を実現するためであれば、許容されると述べている
ように読める。
　「公正且つ自由な競争」が「一般消費者の利益」につながることは、第一
の物語である余剰分析によって明快に示されている。このつながりは、公平
無私な独占者や慈愛あふれる独占者の可能性が示すように、必然的ではない
ものの、そのような独占者が存在する可能性がかなり低いことを考えるなら
学習院法務研究第 8号（2014 年）
20
ば、十分強いつながりであると言えよう。
　これに対して、「公正且つ自由な競争」と「国民経済の民主的で健全な発達」
とのつながりは、財閥解体などの歴史的背景をぬきにして、純粋に理論的に
考える限り、それほど明らかではない。特に、余剰分析を前提とする限り、「民
主的」という形容詞の挿入は唐突の感を否めない。しかし、ロールズが財産
所有制民主主義という観念によって示そうとしたように、消費者主権と市民
主権との間にはつながりがあるとするならば、消費者の選択の自由を確保し
ようとすることは、消費者主権の強化を通じて、市民主権、民主主義の発達
にも寄与するものとして理解することができる。
　平林英勝によれば、このような目的規定の内容は「先進国の競争法に見当
たらない異例のものである」（平林 2007:	p.	39）。それはおそらく、「一般消
費者の利益」という第一の物語（余剰分析）に親和的な目的だけでなく、「国
民経済の民主的で健全な発達」といった第二の物語（選択の自由論、財産所
有制民主主義）と整合的な目的も掲げられているからであろう。
　日本の独占禁止法の背後にも経済学的思考だけでなく、ジェファーソン的
思考も存在しているのだとするならば、大久保教授が紹介された選択肢制限
理論はジェファーソン的伝統に基づく経済法の読み直しとして理解でき、大
変興味深い。選択肢制限理論は、消費者の利益、厚生ではなく、消費者の選
択肢の集合の質に焦点を当てており、第三節で紹介した選択の自由論と密接
な関連を有しているように思われるからである。もちろん、選択の自由論に
とっても選択肢制限理論にとっても選択肢の制限がすべて望ましくないわけ
ではなかろう。たとえば相互に区別できない選択肢の一方をメニューから除
外しても、それ以外にも多様な選択肢が残されてさえいれば、選択の自由に
対する深刻な制限とはならないように。選択肢に対するどのような制限が許
され、どのような制限が許されないかは、抽象的には決定できない問題だろ
う。ここに、社会的選択理論と経済法学の両者の対話から新しい多様な展開
が可能となるような問題群が存在しているように思われる。
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